様式第1号
工事代金立替申請書
一金　　　　　　　　　円也
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出来高払金内金
ただし　　　　　　　　　　　　　　　　工事の　　　　　　　　で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　精算金内金
別紙工事出来高確認書のとおり。
上記金額立替払下さるよう申し込みます。
ついては茨城県建設業協同組合工事代金立替規則のうち裏面記載の条項を遵守いたします。
年　　　月　　　日
住　所
申込人
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　㊞
茨城県建設業協同組合理事長　　　　　　　　　　殿
	伺年月日
	伺　　　年　　　月　　　日
	伺　　年　　月　　日

	決定伺
	
	

	立　　　替　決　定　伺
	理事長
	副理事長
	事務局
	支部長
	支部事務局

	
	
	
	
	
	

	立替金決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	円
	


	送　　　金
金融機関名
	　　　　　　　普通　・　当座
銀行　　　　支店　　　№


茨城県建設業協同組合工事代金立替規則抜粋
（工事代金の立替）
第２条　県内に本店を有する建設業者が、県の公共工事を施工し、その工事代金が県から支払われるまでの間、当該建設業者（以下「利用者」という。）の申請により工事代金の一部について立替払を行うものとする。
　２　前項の利用者は債権譲渡、代理受理、委任、その他方法名目等にかかわらず、当該工事の代金に関し他の債権者があり、若しくは新たに生じることが予想されるときは、当該金額については、立替の申請をしてはならない。
３　立替の額は、県から受理する額の10分の９以内の額とする。
（立替の手続き）
第3条　利用者は、工事代金立替申請書（様式第1号。以下「申請書」という。）を茨城県建設業協同組合理事長（以下「理事長」という。）に提出しなければならない。
２　前項の申請書は、当該工事を実施している地区を所轄する一般社団法人茨城県建設業協会の支部（以下「支部」という。）を経由しなければならない。
（申請書の添付書類）
第4条　申請書には、次に掲げる各号の書類を添付しなければならない。
（１）工事出来高確認願（様式第2号）
（２）債権譲渡証書（様式第3号）
（３）債権譲渡承諾申請書（様式第4号）
（４）工事請負契約書の写し
（５）印鑑証明書
（６）委任状（様式第7号）
２　前項の規定にかかわらず第2回以降において立替の申請する場合においては、申請書に工事出来高確認願（様式第2号）を添付すれば処理できるものとする。
（工事出来高の確認）
第5条　工事出来高の確認は、工事出来高確認願（様式第2号）により行うものとする。
２　前項の確認は、支部長が実施するものとする。
３　第1項の工事出来高は、60％を超え、かつ、契約期間内に工事が完了する見込みがあるものとする。
（債権譲渡証書及び債権譲渡承諾書）
第6条　債権譲渡は、当該工事の請負代金に対する未受理残金全部の債権を組合に譲渡しなければならない。ただし、特別の事由があるものの債権譲渡については、出来高金額から受領済額を差し引いた額とすることができる。
２　債権譲渡証書（様式第3号）には、契約者の債権譲渡承諾書（様式第4号）を添付しなければならない。
（請負代金額の変更）
第7条　利用者は、債権譲渡をした工事の請負金額に増減を生じたときは、組合に速やかに連絡しなければならない。
（立替期間）
第8条　立替の期間は、60日以内とする。ただし、期間内に精算できない場合は、工事が完了し、立替払した工事代金を県から受理する日まで延長することができる。
（立替利息）
第11条　利用者は、立替を受けた金額及びその期間に応じ、年利7.0％以内の割合により算出した利息を組合に納付しなければならない。
２　立替利息の期間の算出は、立替の日から組合が立替払を行った工事代金を県から受領した日までとする。
（精算）
第12条　組合は、債権譲渡を受けた工事代金を県から受領したときは、速やかに立替金及び立替利息を精算（様式第6号）し、その残額を当該利用者に支払うものとする。
（精算の特例）
第13条　利用者は、当該工事の契約高の減額、契約解除その他により、前条の精算に不足を生じたときは、その旨を速やかに組合に届出なければならない。
２　協会は、前項の規定による届出に基づく精算の結果不足を生じたときは、速やかに利用者に請求するものとし、利用者は直ちに不足金を組合に納付しなければならない。
様式第2号
年　　　月　　　日
工事出来高確認願（書）
一般社団法人茨城県建設業協会
支部長　　　　　　　　　殿
請負人　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
	確認書の
使用目的
	工事代金立替金申込書添付のため
	確認書の
請求枚数
	枚


上記目的に使用するため下記事項の確認を申請いたします。
	　　　　　年　度
工事番号
及び工事名
	

	工事場所
	

	工期
	年　　　月　　　日から
　　　　　　　　年　　　月　　　日まで　　　　　　日間

	請負代金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	出来高
	歩　合
	　　　　％　（　　月　　日　現在）

	
	金　額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円

	受領済額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	未受領額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	　支部長の意見　　　　　　　（付記事項）
　　　立替適当
　　　立替不適当

	上記のとおり相違ないことを確認いたしました。
　　　年　　　月　　　日
一般社団法人茨城県建設業協会　
支部長　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


様式第３号
年　　　月　　　日
譲受人
茨城県建設業協同組合
理事長　　　　　　　　殿
譲渡人
住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
債権譲渡証書
　茨城県と契約した下記工事につき契約の履行によって生ずる債権を下記記載
のとおり貴組合に譲渡いたします。
記
年　度
	工事番号及び工事名
	

	工　事　場　所
	

	工　　　　　　　期
	年　　　月　　　日から
日　間
年　　　月　　　日まで

	請負代金額
	円

	債権譲渡する
請負代金額
	円


債権譲渡の条件
１　債権譲渡後に、債権譲渡人と債務者との契約変更に伴い請負代金が増加した場合は、当該増加した請負代金相当額は、当然に債権譲受人に債権譲渡されたものとみなす。
２　債権譲受人の債務者に対する請求に対し、次の場合には当該額に相当する額の支払を拒絶することができるものとする。
（１）債権譲渡後に、債務者が当該工事に関して債権譲渡人に対する債権を取得した場合には、当該債権額
（２）債権譲渡後に、債権譲渡人と債務者との契約変更又は契約解除に伴い請負代金が減少した場合は、当該減少した請負代金の額
様式第４号
年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　殿
請負人　住　所
　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
債権譲渡承諾申請書
　この度、契約の履行によって生ずる債権を、当該債権について裏面記載の債権譲渡の条件が付されることを了承のうえ、下記のとおり譲渡したいので、御承諾くださるよう申請いたします。
記
	工事番号及び工事名
	

	工事場所
	

	契約年月日
	　　　年　　月　　日

	工期
	　　　年　　月　　日から　　　年　　月　　日まで　　日間　

	請負代金額
	　　　　　　　　　　一金　　　　　　　　　　　　　　　円

	受領済額
	　　　　　　　　　　一金　　　　　　　　　　　　　　　円

	債権譲渡する
請負代金額
	　　　　　　　　　　一金　　　　　　　　　　　　　　　円

	債権譲渡する理由
	工事代金立替申請の為

	債権譲渡先
	茨城県建設業協同組合


債権譲渡の条件
１　債権譲渡後に、債権譲渡人と債務者との契約変更に伴い請負代金が増加した場合は、当該増加した請負代金相当額は、当然に債権譲受人に債権譲渡されたものとみなす。
２　債権譲受人の債務者に対する請求に対し、次の場合には当該額に相当する額の支払を拒絶することができるものとする。
（1） 　債権譲渡後に、債務者が当該工事に関して債権譲渡人に対　　する債権を取得した場合には、当該債権額
（2） 債権譲渡後に、債権譲渡人と債務者との契約変更又は契約解除に伴い請負代金が減少した場合は、当該減少した請負代金の額
３　債権譲渡人は、債権譲渡契約を締結する場合は、前２項の内容を規定しなければならない。当該契約中に当該規定がない場合には、債権譲渡の効力はないものとする。
収　　　入印　　　紙








